
別紙

利用者負担金

（法定代理受領分）

居宅介護支援費（Ⅰ） 要介護度１・２ １０，８６０円

<取扱件数が40件未満> 要介護度３・４・５ １４，１１０円

居宅介護支援費（Ⅱ） 要介護度１・２ ５，４４０円

<取扱件数が４５件以上６０件未満> 要介護度３・４・５ ７，０４０円

居宅介護支援費（Ⅲ） 要介護度１・２ ３，２６０円

<取扱件数が６０件以上> 要介護度３・４・５ ４，２２０円

介護予防支援費
（地域包括支援センターが行う場合）

４，４２０円

<指定居宅支援事業所が行う場合>新設 ４，７２０円

（２）加算

加算の種類 加算額

☑初回加算 ３,０００円

☑入院時情報

連携加算(Ⅰ)

☑入院時情報

連携加算(Ⅱ)

４,５００円

６,０００円

６,０００円

７,５００円

　９,０００円

無料

上記の基本利用料に以下の料金が加算されます。
※☑要件を満たした場合に算定している加算

加算の要件

新規あるいは要介護状態区分が２区分以上変更された利用者に
対し指定居宅支援を提供した場合と、要支援者が要介護認定を
受けた場合に、居宅サービス計画を作成する場合（１月につ
き）

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日または翌々日に、
当該病院又は診療所の職員に対しいて当該利用者に係る必要な
情報を提供していること

１月につき１回を限度
※営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算し
て３日目が営業日でない場合はその翌日を含む

２，０００円

２,５００円

（Ⅲ）連携３回/カンファレンスに参加有り。

５００円

取扱要件
利用料

（一月あたり）

（Ⅱ）ロ：連携２回/カンファレンスに参加有り。

（１月につき１回の算定を限度）

☑通院時情報連携加算

利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心
身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師等から利
用者に関する必要な情報提供を受けた場合

要支援１・２

利用者が病院等に入院日のうちに、当該病院又は診療所の職員
に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること

１月につき１回を限度
※入院以前の情報含む
※営業時間終了後、または営業日以外に入院した場合は入院日
の翌日を含む

病院や介護保険施設等からの退院・退所に当たって病院等の職
員から必要な情報の提供を受けた上で居宅サービス計画を作成
し、居宅サービス等の利用調整を行った場合（入院または入所
期間中につき、１回を限度）

☑退院・退所加算
（Ⅰ）ロ：連携１回/カンファレンスに参加有り。

（Ⅱ）イ：連携２回/カンファレンスに参加無し。

（Ⅰ）イ：連携１回/カンファレンスに参加無し。



☑緊急時等居宅

カンファレンス加算

☑ターミナルケア

マネジメント加算

特定事業所加算(Ⅰ) ５，１９０円

特定事業所加算(Ⅱ) ４，２１０円

特定事業所加算(Ⅲ) ３，２３０円

特定事業所加算(A) １，１４０円

中山間地域等に

居住する者への

サービス提供加算

☑同一建物に住居する利用者への
ケアマネジメント（新設）

対象者：同一建物に居住する利用者

所定単位数の95％を算定

・指定居宅支援事業所の所属する建物と同一の敷地内、隣接す
る敷地内の建物または指定居宅支援事業所と同一の建物に入居
する利用者
・指定居宅支援事業所における1か月あたりの利用者が同一の建
物に20人以上住居する建物に居住する利用者

退院・退所加算の算定に係る病院や介護保険施設等との連携を
年間３５回以上行うとともに、ターミナルケアマネジメント加
算を年間５回以上算定した場合。

特定事業所加算（Ⅰ）～（Ａ）のいずれかを取得。

中山間地域において、通常の事業の実施地域外に居住する利用
者へサービス提供した場合

対象者：在宅で死亡した利用者
※終末期の医療やケアの方針に関する当該利用者
※在宅訪問後、２４時間以内に在宅以外で死亡した場合を含む

①    ２４時間連絡がとれる体制の確保、かつ必要に応じて、指
定居宅介護支援を行うことが出来る体制を整備。

②    利用者又はその家族の同意を得た上で、死亡日及び死亡日
前１４日以内に２日以上在宅を訪問、把握した利用者の心身状
況を記録し、主治医及びケアプランに位置付けた居宅サービス
事業所へ情報提供した場合。

主任介護支援専門員を２名以上配置し、質の高いケアマネジメ
ントを実施できる体制を整える等、一定の要件を全て満たした
場合（支援提供にあたる常勤の介護支援専門員が3名以上）

主任介護支援専門員を１名以上配置し、質の高いケアマネジメ
ントを実施できる体制を整える等、一定の要件の一部を満たし
た場合（支援提供にあたる常勤の介護支援専門員が3名以上）

主任介護支援専門員を配置し、質の高いケアマネジメントを実
施できる体制を整える等、一定の要件の一部を満たした場合
（支援提供にあたる常勤の介護支援専門員が2名以上）

主任介護支援専門員を配置し、質の高いケアマネジメントを実
施できる体制を整える等、一定の要件の一部を満たした場合
（支援提供にあたる常勤の介護支援専門員が１名以上、非常勤
（他事業と兼務可）が1名以上）

上記基本利用料の５％

所定単位数の100分の1に相当す
る単位数を減算

所定単位数の100分の1に相当す
る単位数を減算

所定単位数の100分の1に相当す
る単位数を減算

☑高齢者虐待防止の推進（新設）

☑業務計画未実施減算（新設）

☑身体拘束等の適正化の推進（新設）

以下の基準に適合していない場合

以下の措置が講じられていない場合

以下の措置が講じられていない場合

・虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催する
・虐待防止の指針を整備
・住業者への虐待防止のための研修の定期的実施と担当者の設
置

・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３か
月に１回以上開催し、従業者に周知徹底を図る
・住業者に対し、身体的拘束の適正化のための研修を定期的胃
に実施

・感染症や非常災害の発生時において利用者に対するサービス
の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期に
業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定する

２,０００円

４,０００円

特定事業所医療介護連携加算 １,２５０円

病院等の求めにより、医師等と共に居宅を訪問してカンファレ
ンスを行い、利用者に必要な居宅サービス等の利用調整を行っ
た場合（１月に２回を限度）


